
No.

ID 
【施設状況】

主 102000 副

1416

05 02 利用制適用区分 03

【項目評価基準表】

【評価項目】

１　指定管理者の健全性

3 回

～

評価

令和元年度指定管理者適用施設 モニタリング評価調書
20

102006

グループ名称 障害者福祉施設ハーモニー桃の郷

指定管理者名 社会福祉法人長野市社会事業協会 法人番号 5100005001689

所管課 障害福祉課

構成施設

障害者福祉施設ハーモニー桃の郷

施設概要 作業訓練室４、浴室、洗濯室２、更衣室２、食堂、厨房、医務室　ほか

施設設置目的
　障害者及び障害児が、自立した日常生活又は社会生活を営むため、必要な支援を行うとともに、地域との交流の機会を提供し、もって障
害者及び障害児の福祉の増進を図る。

基本方針等
　複合施設として、総合的に事業の連携を図り、障害者の日中活動支援と介護者である家族の負担軽減に努めるとともに、障害者が地域
において自立した生活を送れるよう、安定した作業の確保と一般就労に向けた支援を行う。

施設分類 保健福祉・医療型 施設利用者圏域 広域施設 一部利用料金制

4
（良い）

・協定、事業計画に基づく管理運営や事業の実施が期待以上

3
（普通）

・協定、事業計画が予定どおり実施された

2
（劣る）

・協定、事業計画の一部が予定どおり実施されない
・管理運営の一部において、市の指導が必要

主な実施事業

・重症心身障害者支援事業(生活介護、児童発達支援、放課後等デイサービス) 【ぴあぽーと】
・生活介護事業【かがやき】　　　　　　・就労継続支援Ｂ型事業【希望の家】
・地域生活支援事業【はばたき】　　　　・交流ホールの貸し出し事業
・相談支援事業【ほっとらいふ相談室】

評価 評価基準

5
（優れている）

・協定、事業計画に基づく管理運営や事業の実施が期待以上で、指定管理者のノウハウや努力等によるところが特に大
きい

平成18年4月1日

指
定
管
理
者
の
健
全
性

施設の設置目的や市が示した基本方針、また、自ら提案した内容に沿った管理運営であったか。
また、団体の財務状況や組織体制は、管理運営実績のある他施設での管理運営状況も踏まえ、良好で、健全か。

3　　特記事項
　　（問題等があった場合に、
　　その内容等を記入）

１
（悪い）

・協定、事業計画が全て実施されない
・管理運営の全てにおいて、市の指導が必要
・市の指導を受けてもなお、全く改善が図られない

指定管理者名 社会福祉法人長野市社会事業協会 指定回数

指定期間 平成28年4月1日 令和3年3月31日 5年 管理運営開始日
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２　施設の有効活用 No.
平成30年度 対前年比 評価

24 92%

5 100%

3 #VALUE!

15 133%

16 106%

2,906 83%

645 106%

区分

市指定事業

自主事業

３　利用者評価

区分 評価

20

施設利用状況
（利用者数、件

数、稼働率など）

利用区分等 単位 平成28年度 平成29年度 令和元年度

かがやき（生活介護） 人/日 27 26 22

3

ぴあぽーと（重症者多機能型） 人/日 5 5 5

希望の家（就労移行支援） 人/日 5 4 (平成31年3月末廃止）

希望の家（就労継続支援Ｂ型） 人/日 14 14 20

はばたき（地域生活支援） 人/日 18 18 17

ほっとらいふ相談室（相談支援） 件 2,967 2,653 2,401

事
業
実
施
内
容

協定内容・指定管理者提案 追加事業、未実施事業及び未実施の理由

・支援法第５条第７項に規定する生活介護の実施に関する業務
・支援法第５条第14項に規定する就労継続支援(Ｂ型)の実施に関する
　業務
・重症心身障害児(者)
　支援法第５条第７項に規定する生活介護
　児童福祉法第６条の２の２第２項に規定する児童発達支援
　児童福祉法第６条の２の２第４項に規定する放課後等デイサービス
・支援法第77条第１項第９号に規定する地域活動支援センター
・障害者が地域で自立した生活を送るための活動の場(交流ホール)
・施設及び設備の維持管理に関する業務

・支援法第５条第２項に規定する居宅介護の実施に関する業務
・支援法第５条第３項に規定する重度訪問介護の実施に関する業務
・支援法第５条第４項に規定する同行援護の実施に関する業務
・支援法第５条第５項に規定する行動援護の実施に関する業務
・支援法第５条第18項に規定する相談支援の実施に関する業務
・障害児自立サポート事業の実施に関する業務
・在宅障害者等タイムケア事業の実施に関する業務

交流ホールの使用回数 回/稼働日数 598 621 685

（特記事項）
　はばたき相談実績　　　 H29　2,916件
　（電話、訪問、面談）　H30　2.530件　R1　2.072件　　希望の家就労B型の定員を14名から20名に変更

サービス維持・
向上の取組み

（広報等）

・各施設ごとに通信誌を毎月発行。H21にホームページを開設し随時更新している。

利
用
者
評
価

内容

利
用
者
要
望
把
握

(1) 利用者要望把握方法 聞き取り

3

(2) 調査、会議等の内容
・指定事業ごとに利用者からのアンケート調査や意見箱を設置して要望の把握に努めている。
・はばたき（地活）では、月1回メンバーミーティングを午前・午後に開催し、メンバー同士、忌憚のない意見を出し合ってもらい、意見の
中から生じた要望の把握に努めている。
・利用者からの直接相談や連絡帳を通じて要望を把握している。

(3) 調査、会議等の結果
・利用者の要望を参考にして、地域生活支援のレクリエーションや生活介護の創作活動を行っている。
・かがやき、ぴあぽーとでは個別外出の希望を聞き、可能な限り希望に沿った外出を実施している。

利
用
者
か
ら
の
評
価
・

要
望
・
苦
情
等

(1) 良好とする評価
・利用者及び家族との懇談や家族会に参加して、常に利用者等のニーズ把握に努め、苦情があった時は苦情解決責任者（所長）が責任
を持って問題に対処している。

(2) 苦情・改善等の要望事項
・元年度の苦情は3件あった。①はばたき、希望の家における職員の資質に係る苦情が各1件発生した。
　　　　　　　　　　　　 　②はばたきにおける電話での対応に関する苦情が1件発生した。
・毎年度、駐車場が狭いので駐車できないという苦情がある。

≪対応措置≫
・元年度の苦情は3件あった。3件の内訳は職員の資質に係ること2件、生活に係ること1件である。3件とも解決に至る。
・駐車場についての要望は主管課にお伝えするが解決には至っていない。
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４　事業収支 No.
評価

項目 金額 金額 項目

利用料金 3,588,000 使用料

指定管理料 31,127,000 雑(納付金)

委託料 行政財産目的外使用料

販売収入等 5,857,000 貸付料

その他収入 253,000 その他

自立支援給付 140,323,000 91,443,702 国県支出金

計 181,148,000 91,443,702 計

人件費 129,413,000 30,670,000 指定管理料

設備管理費 10,799,000 委託料

備品購入費 975,000 需用費

修繕費 2,852,000 役務費

光熱水費 6,786,000 使用料・賃借料

事業費 9,475,000 修繕費

事務経費 7,591,000 616,000 工事請負費

本社経費 備品購入費

その他 27,000 その他

121,924,936 扶助費

計 167,918,000 153,210,936 計

収入 106,600,000

支出 116,889,000

自主事業損益 -10,289,000

損益 差引

５　管理運営全般 　※ すべて　　　で、「３」。「４」「５」とする場合は、評価理由欄に理由を記載してください。

区分 チェック欄 評価

20

事業収支
（単位：円）

指定管理者収支（令和元年度） 市の収支

年度計画額 収支実績額 令和元年度決算 平成30年度決算（前年度）

3

項目 金額 項目 金額

委託料 行政財産目的外使用料

自立支援給付 124,820,718 国県支出金 104,076,502

販売収入等 5,395,907 貸付料

その他収入 77,875 その他
歳入

使用料

指定管理料 30,670,000 雑(納付金)

計 163,905,661 計 104,076,502

支出

人件費 122,399,916

歳出

指定管理料 30,670,000

収入

利用料金 2,941,161

修繕費 2,529,052 役務費

光熱水費 6,177,659 使用料・賃借料

設備管理費 9,311,805 委託料

備品購入費 902,359 需用費

本社経費 備品購入費

その他 7,900 その他

事業費 8,325,652 修繕費

事務経費 5,636,062 工事請負費

計 155,290,405 計 169,438,670

扶助費 138,768,670

2,941,000 -6,531,221 -61,767,234 -65,362,168

人件費比率【人件費(賃金等)／令和元年度指定管理者事業支出】(支出に占める人件費の割合) 78.8%

自主
事業

収入 93,168,888

支出 108,315,365

自主事業損益 -15,146,477

本社経費が、計画額と実績額で異なる理由

管
理
運
営
全
般

確認内容

職員配置

1 施設管理運営に必要な人員が、適正で有効に配置されているか

平等利用

経理

施設・備品の
維持管理

セルフモニタ
リング等

3

配置実績
（うち市内雇用職員数）

生活介護　8人（8）、 重症心身障害者支援　3人（3）、 地域活動支援　4人（４）、  就労関係支援　6人（6）、
居宅支援　6人（6）、 相談支援　8人（8）、 嘱託医　1人（１）

2 専門性を備えた職員、有資格者が必要に応じて配置されているか

3 労働関係法令を遵守し、職員の適正な労働条件を確保しているか

4 職員の資質・能力向上を図り、施設を適切に運営するための取組みや研修がなされたか

1 特定の団体や個人に偏らない、公平・公正な、透明性の高い運営がなされたか

2 使用許可、減免等の事務手続きが適切に行われたか

1 施設の管理運営に係る収支の内容や、指定管理料、利用料金等の取扱いは適切に行われたか

2 収支内容等を記載した帳簿を整備しているか

1 必要とされている保守、点検、清掃、保安、警備等、必要な維持管理業務が確実に行われたか

2 備品はⅠ種、Ⅱ種を明確にし、それぞれ台帳、目録等を整備の上、管理が適正に行われたか

1 日常的、定期的に業務の点検、監視が行われたか

2 事業計画・報告書、予算書・決算書や、施設の利用状況などの定期報告、点検・検査結果報告などが遅滞なく提出されたか
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６　危機管理体制 No.

区分 チェック欄 評価

個人情報保護

７　地域連携

評価

【総合評価】

評価

3

3

3

3

3

3

4

　※ すべて　　　で、「３」。１ヵ所でも空欄の場合は「１」。「４」「５」とする場合は、
     評価理由欄に理由を記載してください。

20

危
機
管
理
体
制

確認内容

安全対策

1 危機管理マニュアルなどが整備されているか

3

2 危機管理マニュアルなどの内容が職員に周知されているか

緊急時対
応、体制

1 事故発生時や非常災害時の対応などが適切であったか

2 必要な保険に加入するなど、利用者などからの損害賠償請求への対応措置が講じられているか

地
域
連
携

地域の声を聞く体制や、協働で地域貢献ができる運営であったか。市内雇用や市内事業者から物品を購入する等、地域を活用した管理運営で
あったか。障害者就労施設等からの物品及び役務の調達に努めたか。

3 常に、日常の事故防止などに注意を払っているか

1 施設の利用者の個人情報を保護するための対策が適切であったか

防犯、防災
対策

1 防犯、防火などの対策、体制が適切であったか

2 防災訓練など、必要な訓練が実施されたか

4

協定内容・指定管理者提案 追加された内容、未実施の内容及びその理由

・川中島中学校の学生のボランティア等の受入や相互の交流の機会を設けてい
る。（お祭り、生徒会福祉委員会年1回）
・地域の奉仕活動（せぎ堀、神社掃除　等）にも積極的に参加している。
・交流ホールは地元自治協等の会議や子育て支援等で頻繁に利用されている。
・長野市障害ふくしネットに参加し、他法人等との連携を図っている。
・近隣の福祉施設と共同でお祭りを開催している。（10月）

・地域の防災会と連携して防災に努めている。
・館内の清掃を他法人就労支援事業所に委託している。

総
合
評
価

評価項目 得点 総合評価

指定管理者の健全性

管理運営全般 12

危機管理体制 12

地域連携 8

6
合計得点

施設の有効活用 6

利用者評価 12

62
事業収支 6

評価理由

・複数の福祉サービスを提供するとともに、各事業が連携し、共通して行うサービスに係る職員を効率的に配置しながら事業運営に当
たっている点について評価できる。
・コスト削減に対する取組みとしてリースや各種消耗品等の価格情報の共有等法人内に事務部会を設け、法人全体として管理経費の節
減に努めている。
・地域連携については、施設の貸出しをはじめ、奉仕活動やイベントへの参加により、地域とのつながりを継続していることは評価でき
る。
・大きなトラブル、苦情もなく指定管理者として安定的な事業運営を行っていることは評価できる。
・地域連携については、学校との協働、地域奉仕活動の参加などの積極的な姿勢から評価を４とした。

取組み・改善案等
（施設所管課）

前年度からの課題 改善状況 改善案等（改善されていない場合）

次年度の目標・
取組み等

（施設所管課）

　複合施設として、総合的に事業の連携を図り、障害者及び障害児の自立した日常生活や社会生活を営むために必要な安定した支援提
供を行いながら、相談支援業務や地域と連携して事業実施していただきたい。
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No.

　① 評価理由

指定管理者自己評価

(1) 今年度の取組みに対する評価

　① サービス向上に向けての取組み

・かがやき（生活介護）ぴあぽーと（重心対象多機能)の１F部分については、一体的な活動を行い、送迎、入浴、食事提供、行事等について
　利用者のニーズに合わせてサービスを提供した。障害の重い方を中心に障害種別にかかわらず、日中の活動が出来るよう外部からの講師や
　ボランティアを招き、多様なプログラムを用意した。（地域のボランティアによる軽い運動指導月1回）
・かがやき、ぴあぽーとでは、利用者の希望を取り個別外出を実施した。医療ケアの必要な方の個別外出は支援員と看護師のふたり体制で実施した。
・希望の家（就労Ｂ）はばたき（地活）についても、行事、プログラム等を共同で行う場面を設け利用者の利便性を図った。
・希望の家から就職した利用者の定着支援の一環として、懇談会を行い長く定着出来るよう激励した。
・ふくしネットの部会に参加することにより、他機関、事業所との連携を図った。
・大学、専門学校等の実習を受け入れ、幅広く利用者とのかかわりの機会を設けた。また、稲荷山養護学校等の特別支援学校と連携して実習の場を提供するな
ど地域支援の強化を図った。特別支援学校の長期休みには放課後等デイサービスを実施して利用者を受け入れた。
・全事業所で障がい者権利擁護・差別解消法の研修に年１回は全員が参加し人権意識の向上を図った。

　② 業務の効率化に対する取組み

・コストの削減については、法人全体として取り組んでいる。パソコン、コピー機等事務機器の法人一括でのリースや各種消耗品等の価格情報の共有等法人内に
事務部会を設け取り組んでいる。館内での節電、節水については全事業所で心掛け、特に電気料金については引き続きデマンド警報装置にてピーク使用の監視
を行っている。
・交流ホール管理については、夜間、休日等の利用時に当直職員を配置し、効率的な管理を行うように努めた。
・法人内で共通の支援ソフトを導入し、記録システムの構築を進め、記録等の間接業務の効率化を図った。また、保存したデータを管理・活用するためにネット
ワークHDD（NAS）を導入した。
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　事業ごとには利用状況は異なるが全般的には目標を意識しながら運営ができた。地域の施設利用は積極的で、ゆめ祭りをはじめ様々な地域活動ができた。交
流ホールの使用回数も増えており、地域の中での利用しやすい事業所といえる。

　② 次年度以降の取組み

・桃の郷内の事業を一体的に運営することで、人員配置や設備や備品等経費消滅に努め、効率的運営に取り組む。また、それぞれの福祉サービスを連携し事業
運営に当たる。
・交流ホールは川中島住民自治協議会等の会議、子育て支援等で使っていただき地域とのつながりを継続し大事にしていく。また、川中島地区のボランティア育
成事業と連携して地域のボランティアを育成するなど地域貢献に努めていく。
・地域に施設を知ってもらうことは利用者確保にも繋がるので、住民自治協、地区社協、相談事業所、各種学校、福祉事業所等と連絡を密にしていく。
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　③ その他

・隣接するエコーンファミリーと共同で毎年「ハーモニー夢まつり」を開催し地域の方の理解を得るように努めている。福祉避難所の指定を受け、非常用物資の備
蓄を行っている。
・地域の奉仕活動として事業所周辺のゴミ収集を実施している。また、毎年地区の農業用水路の清掃活動、公民館の清掃活動に職員が参加している。
・川中島地区の住民自治協議会や人権同和教育促進協議会に参加したり川中島中学校の入学式、卒業式に参列するなどして施設の存在をアピールしている。
  また、中学校との交流をより深めるために、総合学習での障がい体験等を実施。

(2) 指定管理者業務実施上の課題

・積年の課題であるが、利用者や会議等での来所者のための駐車スペースが不足している。法人の監事からも駐車場を確保を指摘されている。
　建物西側の道路との間を公用車などの駐車場とし整備、一般駐車台数を少しでも確保したい。（提案）
・開所から15年が過ぎ、給湯ボイラー、蛍光灯、カーテン、厨房機器、はばたきの厨房設備等施設の設備が老朽化し始めたので計画的に入替が必要となってい
る。（協定書により1件50万円以下の修繕、備品の購入は施設会計で計画的に修理・入替を行なっている）特に給湯ボイラーについては、指定管理事業への影響
が強く故障してからでの対応では間に合わない。H29年に修繕を実施し毎年度の点検において不具合を修繕しているが、業者より交換の勧めがある。

(3) 総合評価
評価基準
【A】計画や目標を大きく上回る　【B】計画や目標を上回る　　　【C】計画や目標どおり
【D】計画や目標を下回る　　　　【E】計画や目標を大きく下回る

指定管理者
自己総合評価 B


